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 開  議  

 議  長  皆さまこんにちは。 

 本日の出席議員は、１６人です。 

定足数に達しておりますので、これから、本日の会議を開きます。 

（１３：００） 

 日程第１  

 議  長  日程第１ 町長から追加議案の提案理由の説明を求めます。 

田頭町長 

 町  長  こんにちは。 

 本日は、平成２５年第２回筑前町定例会の最終日でございますが、開会初日にお願

いしていましたように、追加議案を上程させていただきますので、よろしくお願いい

たします。 

 議案第４０号 筑前町の職員の給与の臨時特例に関する条例の制定につきまして

は、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与減

額支給措置を踏まえ、本町においても特例措置を定めようとするものです。 

 以上、追加議案を提案させていただきますので、慎重にご審議のうえ、承認いただ

きますようにお願い申し上げまして、追加議案の提案理由の説明とさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。 

 議  長  町長の提案理由の説明が終わりました。 

 日程第２  

 議  長  日程第２ 議案第３０号「財産の処分について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。 

内堀議員 

 内堀議員  今回の財産処分についてですけれども、筑前町の公有財産としてこの分があるわけ

ですけれども、公有財産としては行政財産と普通財産というふうに分かれると思いま

す。 

 当然、町営住宅として扱っているうちは行政財産であり、売却することはできない

と思いますけれども、今回普通財産というふうになっていて、売却が可能になったわ

けですけれども、その経過と手続き等についての説明をお願いします。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 今、言われましたように、行政財産については処分ができない、普通財産について

は処分ができる。この寿団地につきましては、平成１７年７月、住宅の取り壊しが完

了をしております。 

 それ時点までは行政財産でございましたけれども、もう住宅ではない、普通の更地

の状態。更地と言いますか、きれいな更地ではございませんけれども、建物のない状

態でございます。行政目的の土地ではないということから、普通財産に変わっており

ます。 

 この変わり方につきましては、地方自治法の規定がございまして、これにつきまし

ては、市町村長の職権と言いますか、で、その部分についてはできると。 

 ただ、手続き上財務規則がございまして、それを所管している課長が町長に対して、

行政財産から普通財産へ切り替えをしていいかというふうな決裁事項を経て、そうい

った形を取るというふうになっております。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  そういう経過をおいて、今回山隈区への売却を検討されているわけでございます。 

 山隈区の意向として、区の住民の方が急増していること、そして公民館自体が老朽
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化して、今の現状になかなか対応できないということで、区民の方の意向は十分に理

解ができるところでございます。 

 しかしながら、今回、廃止が提案をされております筑前町公有財産利用計画審議会

等にも、この跡地利用について、１回も審議が諮られることなく、この議案の提案に

至っているわけですけれども、十分に審議がなされたというふうに、執行部はお考え

なのか、お聞きしたいと思います。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 審議会の件につきましては、今回審議会廃止条例の中でお話をしておりますよう

に、３年８カ月ほど開催がされてないというのが事実でございまして、それはもうこ

ちらとしましても、十分申し訳なかったというふうに思っております。 

 これが十分、処分について協議がされたかということにつきましては、最初他から

の要望もあっておりました。時期的には平成２２年ごろの話でございますけれども、

当時は保育所、児童福祉施設の建設というふうな話もあっておりました。そういった

中で町もいろいろ検討をして、そして保育所の建設については、別の場所ということ

になりましたものですから、跡地をどうするかというふうなことで、町としましては、

区からの要望も来ておりましたし、区もですね、区の要望の中身も、非常に人口が増

えて公民館は手狭、しかも敷地は借りておると、そういった状態であると。非常に困

っておるというふうなことで、できるだけ広い面積の公民館建設、建てたいというこ

ともございました。 

 そういったことから、公民館につきましては、収益性もない、そして区民全員が利

用されるような施設でございましたから、そういったことであれば、譲渡の方向でい

こうというふうなことで、何度となく協議をしてまいりました。以上でございます。 

 議  長  木村議員 

 木村議員  資料の２及び３の項でございますけれども、評価額に対しまして３０％減額した売

却予定額になっておるようでございます。 

 以前、このようなケースにおける県などの基準、これを用いた減額率ということで

ございましたが、果たして本町の、今回の案件に対しまして、用いて適当なものであ

るか。また、今後も固定した、同じ基準を適用されるのかですね、こういう案件が出

てきた場合。 

 ちょっと不安に感じますので、減額率につきまして詳しくご説明を求めます。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 この財産の減額処分につきましては、減額する条例につきましてはございます。こ

れは、近隣もいろいろ調べさせていただきまして、こういった減額条例はどこでも制

定されておられます。 

 しかしながら、減額率がどれだけとか、そういった部分のですね、細かい率を定め

たものがなかなか見当たらない、本町もございませんでした。 

 そういったことから、県外も含めましてですね、いろいろと調べをさせていただき

ました。 

 そういった中で、最高７５％減額のところもございました。しかし、それはどうい

ったことかと言いますと、寄附をされた土地、そういったものを１０年以内に返還を

求められた場合には、そういった減額でしましょうということで、これは特別なこと

ではないかということで、それはちょっとあまりだろうということで、他のところを

調べまして、山口県それから新潟県、宮崎県、そういった市町村のところのですね、

ちょうどそういうふうな事例がございましたので、そこを調べますと、やはり３０％、
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２０％、２５％、そういったこともございまして、収益性のない公共的なものについ

ては、そういった減額率があるということで、そういうふうな３０％というふうに今

回はさせていただきました。 

 これが基本かということになりますと、やはりひとつの３０％というのは、基本に

なってくるだろうと思います。 

 ただし、これが全部が３０％になるのかということについてはですね、それぞれの

やっぱり事案で判断をしていかなきゃならないというふうに思っております。以上で

ございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  この財産処分に関して、山隈区内の区民の皆様の内情は理解するところでございま

すし、また、存在する地域は山隈区内でございますので、区民の皆様が購入して活用

したいということを要望なさっております。それで、基本的に山隈区に売却すること

は差し支えないというふうに思います。 

 また、それに付随してですね、いろいろ配慮をすること、ある一定の配慮をすると

いうことも差支えはないというふうに思いますし、その配慮はあっていいというふう

に考えます。 

 しかしながら、先ほど内堀議員の質問にもございましたが、公有財産利用計画審議

会条例があって、これが３年８カ月も開催されていない。 

 この条例こそですね、こういう場合に活用して、きちっとした審議がなされるべき

ではなかったのかなというふうに考えます。 

 それで、購入されない残地なんですけれども、この取り扱いについてですね、やは

りこういう審議会の中でもう尐し検討する余地が、審議会を開かれておればあったの

ではないかというふうに、ちょっとその点心配しますので、質問いたしますが。 

 地元区に維持管理、残地の維持管理を予定するという説明でございましたが、この

土地の使用目的とか、じゃあ、いつまで維持管理をお願いするとか、その期限ですね。

また、諸々の条件、そういったものというのは、ちゃんと定められるものなのか、ま

た、近い将来において山隈区の方が、この土地を購入するような計画があるのか、お

尋ねをいたします。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 地元区との管理の関係でございますが、これにつきましては、議会冒頭、初日に申

し上げましたように、朝日区それから朝園区、ここにおきましても、こういった事例

の中で、地元での管理というふうな協定書と言いますか、そういったものを取り交わ

しております。 

期間的にはですね、その協定の中につきましては、１年ごとにしておるようでござ

います。そして双方問題なければ、さらに１年ずつ延長していくというふうな内容に

なっております。以上でございます。 

 将来的な部分につきましては、そこまでは詳しく詰めておりませんけれども、会合

の中ではですね、やはり広げていきたいというふうな、区の役員さんとの会合の中で

は出ておりました。 

 ただし、それについて、書面でですね、そういうようなはっきりしたものは確かな

かったかと思っております。以上でございます。 

 議  長  梅田議員 

 梅田議員  広げていきたいという意味が、いまいち私は理解できていないんですけれども、広

げるといってもどの程度まで広げるのかということもあると思いますしですね。 

 それと公民館建設予定ということを聞いておりますが、公民館の建設時期と言いま
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すか、そういうのは具体的に決まっているんでょうか。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 これにつきましては、地元区がですね、いつ頃されるかということになろうかと思

いますけれども、会合のですね、協議の場の中では、土地の買収費、それについての

資金等も必要であるから、それの部分の建設の部分の資金については、相当不足もす

るというようなこともございまして、いつ頃ということまでは聞いておりません。以

上でございます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  参考資料に航空写真が載っております。 

 これを見ていただければですね、売却された土地の残地は、管理をもって、一応広

場なり公園として使用が、無料で使用していいということをお聞きました。 

 その南側に広い公園がございます。そして、その横にもですね、西側にもちょっと

小さいんですけど、公園がございます。 

 今、公園がなくて困っている地域、たくさんございます。また、さらにですね、区

の公民館建設には、住民が長年にわたり積み立てをもってですね、頑張っているとい

う状況の中に、こういう広い、周りにも公園があってですね、ちょっと平等性に欠け

ているという声が、住民から出るんじゃなかろうか。 

 今、こういう財政難の折でございます。町有地、いい条件があれば、やっぱり売却

して増収につなげる。また、その土地が、宅地ができるような場所であれば、それを

住宅地にもっていくことで、人口増をねらうとかですね、そのようなこともあります。

住民からの声が私は心配でなりません。 

 ちょっと私、公民館に町有地を安くやるということは、私は反対じゃないんですよ。

あまりにも周りに公園がたくさんあって、この公園を次に何か利用する目的があるの

か、広すぎて管理が行き届かないんじゃないかと、いろいろ心配をするわけでござい

ます。 

 その辺、公園あたりは、前のある、既存の公園あたりはそのまま、まだ公園として

使っていくんですか。 

 寿団地の南側に広場がございますよね、かなり広い。 

 （「山隈の広場です。」の声あり） 

 山隈の広場。広場を売却して。 

 議  長  久保議員、質問の内容がはっきりしないようですので、公園がどこの公園かきちっ

として。 

 久保議員  すみません。 

 これは、町の町有財産と思って勘違いしました。 

 その遊休残地を貸し与えるなら与えるで、期限付きの覚書をもってですね、やって

いかんと、知らんうちにずっと無料で貸し与えるような結果にならないように、そう

いう契約的なものはされるんですか。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 貸付ということではなくて、あくまでも町有地そのものとして町が保有するわけで

ございまして、それの管理だけをですね、地元にお願いをするということでございま

して、それについては先ほどの前例と言いますか、申し上げましたように、大体１年

ずつのあれで、よその区ではそういった例があるようでございますので、そういった

ものが参考になろうかと思います。そういったものを基準としてやっていくことにな

ろうかと思います。 
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 議  長  河内議員 

 河内議員  この土地全体ですけれども、周りをフェンスか何かで囲む予定ですか。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 全体で囲む計画はございません。 

 南側に道路が走っております。そこが大体この用地と接する部分が約７０ｍほどご

ざいます。この部分のですね、町有地として町が管理する部分については５０ｍほど

になりますが、ここについては、やっぱり道路との境で車等も通りますので、１．２

ｍほどのですね、大体１．２ｍがフェンス標準高のようでございますが、このフェン

スをしようかと。 

 残り２０ｍほどはもう売却をする土地でございますので、そこの道路との隣地につ

いてはですね、地元のほうで植栽されるなり、何らかの手立てを取られるなり、それ

については、町のほうでは何もしないように考えております。 

 議  長  これで質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３０号「財産の処分について」を、採決します。 

 議案第３０号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手多数です。 

 したがって、議案第３０号「財産の処分について」は、原案のとおり可決されまし

た。 

 日程第３  

 議  長  日程第３ 議案第３１号「町道の路線廃止について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。 

 （質疑なし） 

 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３１号「町道の路線廃止について」を、採決します。 

 議案第３１号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３１号「町道の路線廃止について」は、原案のとおり可決され

ました。 

 日程第４  

 議  長  日程第４ 議案第３２号「町道の路線認定について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。 

 （質疑なし） 

 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３２号「町道の路線認定について」を、採決します。 
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 議案第３２号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３２号「町道の路線認定について」は、原案のとおり可決され

ました。 

 日程第５  

 議  長  日程第５ 議案第３３号「筑前町公有財産利用計画審議会条例を廃止する条例の制

定について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。  

内堀議員 

 内堀議員  先ほどの議案のところでも出てきたんですけれども、公有財産の利用計画について

は、合併後に町の財産をどのように管理、処分等をしていくかというふうなことで、

審議会が設けられたというふうに思っています。 

 この審議会にかけられたのは、町長諮問で３件ぐらいと聞いておりますけれども、

それは、こういう事項に特記したものではなく、町全体の公有財産をどういうふうに

管理していくかという部分を審議するものだというふうに考えています。 

 先ほどの議案のところで、その審議会を十分に活用していかなったという部分も問

題でありますし、今後町の公有財産については検討を要する部分がたくさんあるので

はないかというふうに思います。 

 今回これを廃止して、総合支所に特化する検討委員会を立ち上げるということです

けれども、先々のことを考えて、町全体の公有財産について考えるという部分を思え

ばですね、これを今廃止してそういうものを作らなくても、今の条例で十分対応でき

るというふうに考えています。 

 この時点で廃止する理由をお聞かせいただきたいと思います。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 議会初日の冒頭申し上げましたように、この３年８カ月というのは申し訳なかった

というふうに思っておりますが、今回、これを廃止いたしますのは、こういった公有

財産の審議等につきまして、やはり一定の、全体的な部分につきましても、あるいは

一部分につきましてもですね、やはり期間を定め、その財産の処分の目的に合った、

あるいは購入してもそうだろうと思いますけれども、合った検討委員会あるいは審議

会、そういったものを、その人員、その陣容、そういった形で期間等も定めてですね、

やっていったほうがよろしいんではないかというふうなことで、この審議会について

は休止状態でもございましたので、今回廃止をお願いするものでございます。 

 また、支所の関係につきましては、支所の検討委員会を、この条例を使ってはとい

うこともございましたけれども、この中については、当然議員は入らないという部分

もございました。それから、教育部門の委員もですね、この条例の中には明記してご

ざいます。 

 支所については、そういった委員の顔ぶれよりもということで、支所検討委員会の

内容を申し上げましたが、そういった人数、陣容、そういったことでの検討委員会を

立ち上げるということになったわけでございまして、そのようにやっぱり、それに合

ったような形で、ある程度期間もですね、長くだらだらするんじゃなくて、期間を絞

ってやっていったほうがいいんではないかということで、その時々に合せて条例な

り、規則なり、要綱なり、そういった形でつくって行ったほうがよろしいんではない

かということで、廃止をお願いするものでございます。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 
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 内堀議員  そういった審議に対する期限とか人数とか、そのメンバーについては、この条例を

改正することによって対応することができなかったのでしょうか。 

 そして審議会と委員会というふうに、ランク付けをするわけではありませんけれど

も、その権限においては、どういうふうな違いがあるんでしょうか。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 現審議会の条例の中では、今回、総合支所に関することについてはですね、何度も

同じようなことを申し上げますけれど、ちょっとどうかなというふうなことがござい

ました。 

 審議会は１２名、それから議員も入られ、教育部局の部分も入られるということで

１２名ということでございました。そういったこともございます。 

 それから、審議会と委員会との違いは何なのかと。 

 審議会、これはもう法に基づいて設置をされるものでございます。それから、委員

会だとか、今回します検討委員会、こういったものにつきましては、どちらかと言い

ますと、私的な部分の期間になるわけでございますけれども。しかし、答申をされた

ことについては、町とすれば同じような取り扱いで、尊重しながらしていかなきゃな

らないというふうに思っております。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  ただ今の説明を聞く中では、今回公用地利用の審議会が廃止になるということであ

れば、これまで、例えば町営住宅の跡地利用、並びにまた総合支所の審議会も２０名

で構成して審議会を図っていくというふうな説明でしたが、今後そういうふうな活用

をする場合は、個別な形で審議会を設けて取り組まれると、対応されるという理解で

よございますか。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 審議会であれ委員会であれ、結果的には町長の諮問という形でですね、する形にな

るわけでございます。そして答申をいただくということでございまして、その規模が

大きい場合もありましょうし、ある程度特化したですね、住宅跡地の問題だけになる

かもしれませんし、それによってはいろいろケースバイケースになるんではなかろう

かというふうに思っております。以上でございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  今回、先ほどの議案にありました寿団地も住宅跡地の利用でしたよね。今度、福島

団地、松延団地が今度なくなるわけですけれども、そのときも審議会を通さないです

るわけですか。区との話し合いでしていくというふうになるんですか。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 まだ具体的にそういった処分のところまで行っておりません。 

 そういったこともありまして、まだ協議を詰めておりませんけれども、使途に応じ

てはですね、そういった審議会、検討委員会、何らかの委員会等も設置してやってい

かなきゃならないというふうに思っております。以上でございます。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  寿団地跡地は審議会は通さなかったけれども、福島団地、松延団地の跡地について

は、そういう協議会、審議会をつくってやっていくという答弁だったと思うんですが。 

 それでしたら、公有財産利用計画審議会は残すべきではないかと思います。 

 議  長  河内議員、今のは要望ですか、それとも答弁が要りますか。 

 河内議員  じゃあ、見解をお尋ねします。 
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 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 その団地の問題がですね、先ほど申し上げましたように、まだ具体的にどうなると

いう、いつ頃どうなるかが、まだはっきりしてない状況でもございますので、それに

ついてはですね、必要に応じてそういった諮問等が必要であればやっていかなければ

ならないと思います。 

 そういった状況でございますので、このままこの条例を廃止せずに置いておっても

ですね、まだ何年先かは分からないという状態の中では、今回廃止をお願いするとい

うことで、お願いしたいと思います。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  ちょっと今、いろいろ聞いておりますけれども、別にこの条例を廃止する根拠とい

うのがそんなにないんじゃないかなと思います。 

 先ほどから聞いておりますと、これから総合支所の問題にしても、いろんな公有財

産について、特化した形で委員会を作るということですけれども、じゃあ、これをこ

のまま残してですね、その中に付け加えたらどうですか。 

 例えば期限にしても人数にしても、そういうことができるようにですね。何もこの

条例を廃止するだけの根拠というのが、私には理解ができないんですが。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 何度も同じような答弁になろうかと思いますけれども。 

 やはり長い間放置をしておったような状態の審議会でございます。やはりそれぞれ

に合った形での、検討する、諮問する機関を設けたほうがよろしいんではないかとい

うことで、廃止をさせていただくことでございます。以上でございます。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 今、財政課長のほうがお答えいたしましたけれども、要は、跡地利用がどう効果的

に、効率的に運営されるか、利用されるかということが基本だろうと思っております。 

 今までの跡地利用審議会が本当に有効に活用されてきたのか、３年８カ月以前に活

用されてきたのかと言いますと、活用されてきていないと、私は思っております。 

 この４年間の間にも、例えば弥永の土地の問題、それから朝日西の問題、朝園の問

題、様々ございましたけれども、跡地利用委員会に審議するよりも、関係者等、地元

の意向あるいは町の公園計画等々の中で決定したほうがスムーズに進む、よりいい結

果が出るというようなことで、利用審議会の活用等の意見が全く出てまいりませんで

した。これは、内部的にも出てまいりませんでした。このことが１つは問題であった

のかもしれないと思っているところでもございます。 

 今回、この条例を廃止するという提案理由は、やはりよりどう効果的に土地利用を

考えていくかということであります。 

 例えば今言われましたように、審議会ごとに委員を変えるという手法もあろうかと

思います。今度の、特にこの問題が出てきましたのは、やはり総合支所の跡地を考え

る場合に、やはり特化して、その特化された委員の中で検討、審議したほうが、より

良い住民の意向も反映できるんじゃなかろうかと。 

 ある委員等の中でですね、よくそれぞれの組織の代表者等々で組織された委員より

も、より成果がでやすいんではなかろうかということで、今回三輪総合支所の委員会

については、立ち上げをさせていただこうとしているところでございます。 

 そういったこともありまして、その委員会と、この従前からありました審議会等が

だぶるんじゃないかと、そういったこともありまして、今回この条例を廃止させてい
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ただいて、新しい特化した条例でですね、委員会でですね、運用を考えていきたいと

いう思いでもございます。 

 このことを一度やらせていただいて、その後まだ必要であればですね、さらにまた

別の土地利用の委員会等も必要ではなかろうかと思っております。 

 別に、この跡地利用だけではなくて、筑前町には他にも土地利用の問題がございま

す。山林等の利用の問題もございますし、開発問題等もございます。そういった場合

にも、やはりそれぞれに審議会等も開催する必要があるんではなかろうかと思うとこ

ろでもございます。  

 そういった思いで、今回、廃止と新しい委員会の立ち上げという考えを示させてい

るところでもございます。よろしくお願いいたします。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  公有地の普通財産の処分の問題について、審議会に提案をするということを、処分

の問題も、あそこの審議会の中にあるんですね。あれが大きな問題だと思うんです。 

 今、町長が言われたように、いろんな処分を今までやってきた。それを全然審議会

にかけてなくて、処分は当然適当な金額で処分される。 

 そういう方法で、やっぱり今までの行政はずっとやってきたわけですね。 

 それをしてきてないから、今度の山隈の問題もいろいろ意見が出てますけど、いろ

んな調査をされて、全協で説明をして、そして地元の考え方も十分聞いて、そして地

元は当然、あそこの、今持っている土地ですかね、公園の、運動場ですかね。あれも

処分して、今後考えるという話でありますので、当然、あの件については、私は賛成

したんですけど。 

 この問題も審議会を廃止するということは、この時点で廃止しないと、町長が言わ

れるようにですね、廃止しておかないと、今後の、今度の支所の問題を検討するのに、

やっぱりいろんな問題が個別であるわけですね。その都度、その都度つくるという考

え方は、私は確かにいいと思います。 

 ただ、問題が一番あるのは、今度の山隈の問題があったんで、今後の問題として、

ああいう同じような行政区の問題については、河内議員も言われたんですけど、本当

に同じような取り扱いをしていただかないと、やっぱりいけないのではないかと。 

 そうしないと、これは可決したわけですから、そのとおり今後、ああいう区の公民

館用地として使う場合については、ああいう取り扱いをぜひしていただきたい。 

そうしないと、バランスが取れなくなるわけですね。そういう考え方で、今後やっ

ていただければいいんじゃないかと思っています。 

処分の問題については、今後十分ですね、やっぱり議会に十分事前に協議をされて、

契約をする前に、当然ですけど、十分説明をされて議論を受けて、そういう流れでや

っていただきたいというふうに思っていますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 議  長  これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３３号「筑前町公有財産利用計画審議会条例を廃止する条例の制

定について」を、採決します。 

 議案第３３号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手尐数です。 

 したがって、議案第３３号「筑前町公有財産利用計画審議会条例を廃止する条例の
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制定について」は、否決されました。 

 日程第６  

 議  長  日程第６ 議案第３４号「筑前町子ども・子育て会議条例の制定について」を、議

題とします。 

 これから、質疑を行います。 

 （質疑なし） 

 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３４号「筑前町子ども・子育て会議条例の制定について」を、採

決します。 

 議案第３４号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３４号「筑前町子ども・子育て会議条例の制定について」は、

原案のとおり可決されました。 

 日程第７  

 議  長  日程第７ 議案第３５号「筑前町附属機関に関する条例の一部を改正する条例の制

定について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。  

金子議員 

 金子議員  町長にお尋ねします。 

 この指名競争入札参加の資格審査会、これは、私は反対をしておりましたので、よ

く覚えておるわけでございます。 

 これはですね、もう１年前のことであります。 

 内容については、町長がそのときにですね、目を光らせますという答弁がありまし

たので、安心はしておるわけですけど。この書類のほうにもですね、もう尐し目を光

らせていただきたいなと思うところであります。 

 その次の公有財産利用計画審議会については、議案が必ず通るものという格好で、

これは早すぎると、ですね。 

 こっちは１年も遅れて、これは早すぎる。その次は、総合支所の検討委員会はちょ

うどいいというような、バラバラな出し方ではなくてですね、例えば、本当の条例が

通れば、削除するなり付け加えるなりですから、その次の議会にそっちは出す、また、

そうじゃなければ、付け加えと削除ぐらいですから、専決処分でも活用できるんじゃ

ないか。 

もう尐しきちっとですね、統一して出していただかんと、１年も忘れとった、これ

は早すぎる、ちょうどいいとか、そういうふうな出し方になっておると思います。 

 そういうふうな、今度からはですね、どうかきちっと目を光らせてもらって、統一

した出し方ができないものかと思いまして、お尋ねします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  事務的なことでございますので、私のほうからご回答したいと思います。 

 まず、この指名競争入札参加資格審査会のほうにつきましては、確かにその後すぐ

にですね、条例に出すべきことであったというふうにお詫びを申し上げたいと思いま

す。 

 それから、公有財産利用計画審議会についてはですね、当然、先ほどの、もし議案
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のほうが通ればですね、同時にすぐに会議をしてですね、進めていかなくてはなりま

せんので、今までもこういう形で一緒に、同時期にですね、そういった条例の改廃と

ともにですね、こういう附属機関についても一緒に出させていただいたところでござ

います。 

 議  長  金子議員 

 金子議員  今までも出してあるなら、どうしてこげんバラバラになるとですか、ですね。 

 今までがそういう、できてないから、じゃあ、同時に出すなら出すということでで

すね。 

 最後の、大体これはきちっとしてあるんじゃないかと思いますけど、総合支所の場

合につきましては、なら３月議会で出してなからないかんと思いますよ、ですね。 

 ですから、そこのところをですね、何かこう、あんまり議案が通るものだというご

たるふうな、議員としたら考えるわけですね。 

 ですから、そこのところをもう尐し、これでいくということであれば、それでもう

決定していただいて、そのとおりその都度出していただければ、またそれでもいいか

なと思いますが。 

 今までどおりと言わっしゃったが、今までどおりならバラバラ出るということです

か。もう一度お聞きします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 上のほうの指名競争入札参加資格審査会については、先ほどから申し上げますよう

に、これは、多分見落としということでですね、非常にこちらのほうでですね、これ

まで上げられなかったということで、たいへん申し訳なく思います。 

 それから、公有財産利用計画審議会、それからその後の総合支所検討委員会につい

ては、通常議会で、先ほどは否決されましたけれども、その議案と同時に提出するの

がですね、通常でございます。 

 先ほど申し上げましたように、指名競争のほうについては、それがですね、前回漏

れていたということでございますので、改めてお詫び申し上げたいと思います。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  今、通常、条例とこちらの附属機関も一緒に出すということを言われましたが、今

回たまたま、いつもは通っていました。条例も。たまたま否決された。 

 そしたら、この附属機関に関する条例は、このまま原案で認めるわけにはいかない

わけですよ。 

 ですから、否決される場合もあり得るということは、頭に置いていただいて、次の

議会でも間に合うと思うんです。 

 そのように取り扱っていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 休  憩   

 議  長  暫時休憩します。 

 検討するということでございますので。 

 １時５５分から再開しますので。 

 議  長  １時５５分再開ということにいたしておりましたが、議案３３号が否決された関係

でですね、書類の差し替えの関係で、若干時間が欲しいということで、２時より再開

いたしますので、よろしくお願いいたします。 

（１４：００） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

（１４：０５） 
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 議  長  答弁を求めます。 

総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 先ほどの議案が、前議案が否決されましたので、議案第３５号の修正案を提出し、

ご説明いたします。 

 ２３ページです。 

 「筑前町指名競争入札参加資格審査会及び」の後の「筑前町公有財産利用計画審議

会」の部分を削除しております。 

 それから、この中で、「総合支所検討委員会について」の欄がありますけれども、

これについては、条例ではございませんで、要綱で定めるようにしておるところでご

ざいます。 

 以上、修正して提案をさせていただきます。 

 議  長  質疑を続けます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３５号「筑前町附属機関に関する条例の一部を改正する条例の制

定について」を、採決します。 

 議案第３５号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３５号「筑前町附属機関に関する条例の一部を改正する条例の

制定について」は、原案のとおり可決されました。 

 日程第８  

 議  長  日程第８ 議案第３６号「筑前町特別職の職員等で非常勤のものの報酬及び費用弁

償に関する条例の一部を改正する条例の制定について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。  

（質疑なし） 

 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３６号「筑前町特別職の職員等で非常勤のものの報酬及び費用弁

償に関する条例の一部を改正する条例の制定について」を、採決します。 

 議案第３６号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３６号「筑前町特別職の職員等で非常勤のものの報酬及び費用

弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について」は、原案のとおり可決され

ました。 

 日程第９  

 議  長  日程第９ 議案第３７号「筑前町営住宅専用水道条例の一部を改正する条例の制定

について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。 

 （質疑なし） 
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 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３７号「筑前町営住宅専用水道条例の一部を改正する条例の制定

について」を、採決します。 

 議案第３７号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３７号「筑前町営住宅専用水道条例の一部を改正する条例の制

定について」は、原案のとおり可決されました。 

日程第１０  

 議  長  日程第１０ 議案第３８号「平成２５年度筑前町一般会計補正予算（第１号）につ

いて」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。 

 （質疑なし） 

 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３８号「平成２５年度筑前町一般会計補正予算（第１号）につい

て」を、採決します。 

 議案第３８号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３８号「平成２５年度筑前町一般会計補正予算（第１号）につ

いて」は、原案のとおり可決されました。 

日程第１１  

 議  長  日程第１１ 議案第３９号「平成２５年度筑前町国民健康保険事業特別会計補正予

算（第１号）について」を、議題とします。 

 これから、質疑を行います。  

久保議員 

 久保議員  国民健康保険事業補正がですね、２３年、２４年は２億円の繰り入れがあっており

ましたが、２５年度は１億という、半減をしております。 

 あたかもですね、医療費が下がったとかですね、病人が尐なくなったような錯覚を

起こしておるんですけど、この尐なくなった要因ですね、これを説明していただきた

いと思います。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 ちょっと議員の言われることを訂正させていただきたいんですけれども。 

 ２２、２３が２億円で、２４年は１億円でございます。 

 ２５年度の予算におきまして、２４年度と比べましてですね、歳出で５千万ほどの

減になっております。 

 大きい部分につきましては、一般被保険者分の医療費分でございますが、昨年にお

きましては、予算よりもですね、１２５，０００千円ほど予算よりも安かったという

ようなことです。 
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 それを受けましてですね、本年度予算につきましては、ほぼ県、国並みの医療費、

大体２％から３％が大体医療費の伸びといわれておりますけれども、３％ほどは見込

んでいるところでございます。 

 ただ、小さな町村ではやはり、急激な医療とかの増加とかもありますので、ぎりぎ

りを見ているというようなところでもございます。 

 ただ、２４年度分につきましても、最終的に繰入額を１億円に決定する段階は、５

月のですね、もうぎりぎりの段階で決定をしているような状況でございます。なかな

か歳入が読めないというのが現実でございます。 

 ただ、前期高齢者分の交付金であるとか、２４年度までは当初予算の中に組んでい

ませんでしたけれども、国庫の特別調整交付金の部分がですね、なかなか読みづらい

ところではございますけれども、若干増えてきているというような状況もございま

す。 

 それで、これで確実に行けるかといわれるとですね、非常に苦しいところもござい

ますけれども、何とかこの中で頑張っていきたいというところで、なるべく一般会計

にですね、負担をかけずに、やれるところまでやるというようなところで、１億円を

させていただいておるところでございます。以上です。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  健康意識の啓発ですね、向上の啓発、これはもう今、健康診断とかですね、定期健

診とか大いに進められております。 

 我々議員もですね、住民に対する健康意識の向上の啓発とか、もちろんせないかん。

こういうふうな医療費が、２億が１億円に繰り入れが下がったよとか、説明の中でも

ですね、健康になったからじゃなくていろいろ理由がある。 

 でも、かつ１億以上赤字であるということで、健康意識を持ってもらうための努力

もせないかんと思っております。そういう意味でお聞きしました。はい、ＯＫです。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  私は、国保の話ばかりするので申し訳ないんですけれども。 

 一般質問で町長ともお話させていただいたんですけれども、この時点で、６月の補

正で１億円上げるのではなくて、やっぱり最終的には繰上充用でいくという、不足分

はですね、繰上充用でいくという、そういう会計運営をしたほうが。 

 そうしないと、国保会計が単独でうまくやってないんだということは分からないん

ですね。全然決算も出て来ないわけですから。 

 だから、やっぱり繰上充用で、どれだけ赤字があるんだということが分かるように、

やっぱり運用をした方がいいんじゃないかと思っています。 

 それか、今までそれを繰入金、操出金でやっているわけですから、それはそれとし

て、最終的に不足する分についてやると。 

 今度の２４年度もそうですけど、２億円の当初組んどって、法定繰入金を組んどっ

て、操出金しとって、そして最終的には予算はそのままで１億円しか使ってないよと

いうことで、減額補正は何もしてないわけですね。 

 だから、そういうことじゃなくて、やはり別会計から出すわけですからね、これは

大変なあれなんですね。 

 町長も言ってあったように、この会計は独立採算制なんですね。だから、そのこと

を踏まえると、やはり最終的に不足するから、この分はやっぱ一般会計で見てくれと

いうものがないと、今まで予算組んどって、１億円国庫支出金を落して、１億円を出

すと、繰り入れるとじゃなくて、そういうことをするとどうもおかしいと思うんです。 

 せっかく２５年度はいい予算を作ってあると、僕は思っているんですね。それでい

って、最終的にですよ、最終的に不足がどれだけするのか、分からないまま１億円補
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償しますよということじゃおかしいというふうに思うんですね。 

 そのことも含めて、今後の会計の運営については、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 議  長  回答は要りますか。 

 （「はい。回答だけ、どういうふうに考えてあるか。」の声あり） 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 今年度分については出しておりますのであれですけれども、今後ですね、議員の言

われることを踏まえながらですね、検討をしていきたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

 議  長  これで質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 

 議  長  討論なしと認めます。  

 これから、議案第３９号「平成２５年度筑前町国民健康保険事業特別会計補正予算

（第１号）について」を、採決します。 

 議案第３９号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがって、議案第３９号「平成２５年度筑前町国民健康保険事業特別会計補正予

算（第１号）について」は、原案のとおり可決されました。 

日程第１２  

 議  長  日程第１２ 議案第４０号「筑前町の職員の給与の臨時特例に関する条例の制定に

ついて」を、議題とします。 

 説明を求めます。 

総務課長 

 総務課長  追加議案書の２ページをお開きください。 

 議案第４０号「筑前町の職員の給与の臨時特例に関する条例の制定について」 

 標記の条例を別紙のとおり提出する。 

 本日付、町長名でございます。 

 提案理由、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員

の給与減額支給措置を踏まえ、本町においても特例措置を定めようとするものであ

る。これが、この条例案を提出しようとする理由でございます。 

 ３ページをお開きください。 

 条例の内容について、説明いたします。 

 第１条では、国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、平成２５年７月１日から平

成２６年３月３１日までの間における一般職と特別職の職員の給与の支給額を削減

するため、筑前町一般職の職員の給与に関する条例等の特例を定めることを規定して

おります。 

 第２条では、給与表の適用を受ける職員に対する給与月額の支給にあたって、中ほ

どの表にお示ししておりますように、行政職給与表２級以下の職員は４．７７％、３

級から６級の職員は７．７７％、７級該当職員はおりませんけれども、９．７７％の

減額率をもって支給額を減じることを規定したものでございます。 

 第２項については、職員が勤務をしないとき、例えば、無断欠勤があったりとか、

休暇を使い果たした後のですね、欠勤の場合、１時間当たりの減額を規定をしたもの

でございます。 
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 第３項については、６級以上、管理職以上になりますけれども、なおかつ５５歳以

上の職員、この職員については元々１．５％の減額がありますが、その減額された後

の月額に、前項で説明した減額率を乗じた額を減額して支給することを規定をしたも

のでございます。 

 第３条では、育児休業等で部分休業の適用を受けた職員の１時間当たりの減額を規

定したものでございます。 

 同じように第４条では、介護休暇の適用を受けた職員の１時間当たりの減額を規定

したものでございます。 

 第５条は、筑前町公益的法人等への派遣職員等に関しての給与減額の取り扱いを規

定したものでございます。 

 具体的には社会福祉協議会への派遣職員を指しますけれども、該当者はおりませ

ん。 

 第６条については、町長と副町長の減額率を規定したもので、１００分の１０、１

０％です。を、減額して支給するものでございます。 

 また、第７条につきましては、同じように教育長の減額率１０％を規定したもので

ございます。 

 附則、この条例は、平成２５年７月１日から施行する。 

 以上、提案理由の説明とさせていただきます。 

 議  長  説明が終わりました。 

 これから、質疑を行います。  

河内議員 

 河内議員  これは、特例期間ということで、７月１日から３月３１日までということですが、

特例期間が終了した時点、元に戻すという保証はあるのでしょうか。お尋ねします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  特例期間は、先ほど申し上げましたように、第１条の中で規定されております。 

 この期間が廃止したら、この条例は廃止するかということだと思いますけれども。 

 国においてもですね、そういった法律についてもですね、国家公務員の場合もそう

いう規定はございませんので、一応国に準じた形で条例を定めております。 

 ですから、あくまでも期間を定めただけで、この条例が期間を過ぎたから自動的に

消滅するというものではございません。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  お尋ねします。 

 では３月時点の、３月議会で、この条例を廃止する条例は、提出する予定はあるん

でしょうか、お尋ねします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 この条例を廃止する条例は、３月議会ではご提案いたしません。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  改めてですね、追加して説明申し上げますけれども。 

 この期間がですね、減額の期間が３月末で終了しますけれども、この条例としては

残りますけれども、効力期間としては終了します。 

 ですから、４月になりますと給与は元通りの形になります。減額しない給料という

ことになります。 

 議  長  河内議員 

 河内議員  この条例をそのまま置いとく必要は全くないわけじゃないですか、３月時点で。 

 それでも廃止はしないんですか。 
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 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 この期間を定めての効力ですので、この条例をそのまま置いておっても、別になん

ら影響はないということでですね、そのままの、これも国のほうもそういうふうにな

っておりまして、それに準じてやっておりますので、特に問題ないというふうに思っ

ておるところでございます。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  この２ページの表を見ているんですが、２級以下から７級までと。７級はおられな

いということですが。 

 他の自治体はですね、まだきめ細かにですね、２級から３級、４級と、５級、６級

が一緒というふうな１％ずつ、やっぱり等級の尐ない方たちにはですね、やはりもう

尐し引き下げた議案が出ているようなところもあります。 

 当然、組合との話し合いの結果だとは思うんですが、やはり等級の低い方が非常に

厳しいような状況でもあるようですから、そこら辺の組合との交渉結果はどのような

結果で話がついたのでしょうか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 確かに他の自治体におきましては、この割合の率を細かく分けてあるようなところ

もございます。 

 これまでのですね、筑前町では、過去にもそういう給与関係のですね、改正につい

ては、人事院勧告を尊重し、それに基づいて組合との交渉の中でですね、お互いの給

与等についてですね、改正をしてきたわけです。  

 今回もそのようなことでですね、国の国家公務員のですね、級ごとの割合がこのよ

うになっておりますので、それを尊重してですね、そういう形でそのとおりにさせて

いただいたところでございます。組合とも十分に協議をして行ったところでございま

す。 

 議  長  川上議員 

 川上議員  もちろん人事院勧告のとおりということは、私たちもよく話を聞くんですが、それ

を守らなければ何か不都合があるわけですか。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  やはり小さな自治体としましてはですね、人事院も持ちませんし、そういう給与を

決定する基準となる調査機関等も持ちませんので、これまでやはり国あるいは県に準

じてですね、給与の改定は行ってきておるところでございますので、今後ともそのよ

うに、国と県等の動向を見ながらですね、それに準じた形で行っていきたいというふ

うに考えておるところでございます。 

 議  長  桒野議員 

 桒野議員  ただ今、総務課長の説明がありましたが、２級以下３級から６級まで、また、７級

とありますが、わが町の職員の数は、大体級に合せてどのくらいおられるか、また減

額額はどのくらいになりますか、お願いいたします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  お答えいたします。 

 ４月１日現在で、うちの職員が１８０名おりますけれども、そのうち１級、２級が

２６人です。３級から６級までが１５４人で、７級はおりません。 

 金額からいたしますと、総額で給与の減額の影響額といたしましては、当初予算の

ベースで計算しておりますけれども、４２，６４０千円が減額になる見込みでござい

ます。以上です。 
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 議  長  これで質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。   

 河内議員、反対の立場ですか。 

 河内議員  はい。 

 議案第４０号に反対の立場から討論します。 

 ２０１３年度政府予算では、国家公務員給与削減に合せて、地方公務員給与を７月

から引き下げることを前提に、地方交付税が人件費削減分として約８千億円削減され

ました。 

 地方公務員の賃金、労働条件は、地方公共団体での労使交渉に基づき、議会の議決

を経て決定されるものです。 

 それを国が地方交付税を使って強要することは、地方交付税の性格を歪め、賃金決

定のルールや地方自治を蹂躙するものと言わざるを得ません。 

 安倍首相がデフレ脱却に向けた経済界との意見交換会で報酬の引き上げを要請し

たことに象徴されるように、経済政策として労働者の賃金引上げが必要なことは、政

治的主張を超えた共通認識となっています。 

 同時に、地方公務員の賃金は、公務員にとどまらず多くの民間労働者に影響を与え

ることから、民間賃金をさらに抑制し、それがまた公務員の賃金を引き下げる引き下

げスパイラルを加速します。 

 その結果、消費不況を長引かせ景気を悪化させます。これがデフレ脱却に逆行する

ことはいうまでもありません。 

 よって、反対を表明し、討論とします。 

 議  長  次に、原案に賛成の発言を許します。 

 （討論なし） 

 議  長  これで、討論を終わります。 

 これから、議案第４０号「筑前町の職員の給与の臨時特例に関する条例の制定につ

いて」を、採決します。 

 議案第４０号は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手多数です。 

 したがって、議案第４０号「筑前町の職員の給与の臨時特例に関する条例の制定に

ついて」は、原案のとおり可決されました。 

日程第１３  

 議  長  日程第１３ 請願第２号「「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」にか

かわる意見書の提出を求める請願書」並びに発議第５号「「尐人数学級推進」「義務教

育費国庫負担制度拡充」にかかわる意見書について」を、一括議題とします。 

 本件について、文教厚生常任委員長の報告、並びに関連して、発議第５号の説明を

求めます。 

河内直子文教厚生常任委員長 

文教厚生常任

委員長 

 報告をさせていただきます。 

 本定例会初日の６月２４日において、文教厚生常任委員会に付託されました請願第

２号につきまして、去る６月２４日に委員会を開催し審議をいたしました。その審査

の経過並びに結果についてご報告を申し上げます。 

 請願第２号の結果は、お手元に配布の委員会審査報告書のとおり、採択であります。 

 採択について、挙手による採決を行い、挙手全員により採択と決しました。 

 これにより、本請願は意見書提出を願意としていることから、発議第５号を提出い

たします。 
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 これより提案説明を行います。 

 議会提出議案書の２ページをお開きください。 

 発議第５号。 

提出者 河内直子。 

賛成者 田中政浩議員・福本秀明議員。 

 「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」を求める意見書 

 上記の議案を別紙のとおり地方自治法第１１２条及び会議規則第１３条第１項の

規定により提出します。 

 提出の理由、義務教育の基本である教育の機会均等を保障するため、尐人数学級を

推進し３０人以下学級とすること。国の責任において義務教育の水準を維持するため

に、義務教育費国庫負担割合を３分の１から２分の１に復元すること。上記事項の実

現について、国の関係機関へ意見書を提出する。これが、この議案を提出する理由で

あります。 

 ３ページをお開きください。 

 「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」を求める意見書（案） 

 ３５人以下学級について、小学校１年生、小学校２年生と続いてきた３５人以下学

級の拡充が予算措置されていません。 

 日本は、ＯＥＣＤ諸国に比べて、１学級当たりの児童生徒数や教員１人当たりの児

童生徒数が多くなっています。一人ひとりの子どもに丁寧な対応を行うためには、ひ

とクラスの学級規模を引き下げる必要があります。文部科学省が実施した「今後の学

級編成及び教職員定数に関する国民からの意見募集」では、約６割が「小中高校の望

ましい学級規模」として、２６人から３０人を挙げています。このように、保護者も

３０人以下学級を望んでいることは明らかです。 

 社会状況等の変化により学校は、一人ひとりの子どもに対するきめ細かな対応が必

要となっています。また、新しい学習指導要領が本格的に始まり、授業時数や指導内

容が増加しています。日本語指導などを必要とする子どもたちや障害のある子どもた

ちへの対応等も課題となっています。いじめ、不登校等生徒指導の課題も深刻化して

います。こうしたことの解決にむけて、計画的な定数改善が必要です。 

 子どもたちが全国どこに住んでいても、機会均等に一定水準の教育を受けられるこ

とが憲法上の要請です。しかし、教育予算について、ＧＤＰに占める教育費の割合は、

ＯＥＣＤ加盟国、データのある３１カ国の中で日本は最下位となっています。また、

三位一体改革により、義務教育費国庫負担制度の負担割合は２分の１から３分の１に

引き下げられ、自治体財政を圧迫するとともに、非正規雇用者の増大などにみられる

ように教育条件格差も生じています。 

 将来を担い、社会の基盤づくりにつながる子どもたちへの教育は極めて重要です。

子どもや若者の学びを切れ目なく支援し、人材育成・創出から雇用・就業の拡大につ

なげる必要があります。こうした観点から、政府予算編成において上記事項が実現さ

れるよう、地方自治法第９９条の規定に基づき、内閣総理大臣、内閣官房長官、文部

科学大臣、財務大臣、総務大臣に意見書を提出いたします。 

 以上で、文教厚生常任委員会の付託案件審査報告を終わります。全会一致でのご賛

同をよろしくお願いいたします。 

 議  長  これから、委員長報告に対する質疑を行います。 

 （質疑なし） 

 議  長  質疑がないようです。 

 これから、討論を行います。  

 （討論なし） 
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 議  長  討論なしと認めます。  

 次に、発議第５号についてを先議します。 

 お諮りします。 

 これから、発議第５号「「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」にかか

わる意見書について」を、採決します。 

 発議第５号は、採択することに賛成の方は、挙手を願います。 

 （賛成者挙手） 

 議  長  挙手全員です。 

 したがつて、発議第５号「「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」にか

かわる意見書について」は、採択することに決定しました。 

 なお、請願第２号「「尐人数学級推進」「義務教育費国庫負担制度拡充」にかかわる

意見書の提出を求める請願書について」は、採択すべきものとみなします。 

日程第１４  

 議  長  「議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件」を、議題とします。 

 議会運営委員長から、会議規則第７３条の規定によって、お手元にお配りした「本

会議の会期日程等議会の運営に関する事項」について、閉会中の継続調査の申し出が

あります。 

 お諮りします。 

 委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに、ご異議ありませんか。 

 （異議なし） 

 議  長  異議なしと認めます。 

 したがって、委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決定しま

した。 

日程第１５  

 議  長  日程第１５ 「常任委員会の閉会中の所管事務調査の件」を、議題とします。 

 各常任委員長から、所管事務のうち会議規則第７３条の規定によって、お手元にお

配りした「所管事務の調査事項」について、閉会中の継続調査の申し出があります。 

 お諮りします。 

 各委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに、ご異議ありません

か。 

 （異議なし） 

 議  長  異議なしと認めます。 

 したがって、各委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決定し

ました。 

 閉  会  

 議  長  これで、本日の会議は、全部終了しました。 

田頭町長 

 町  長  閉会にあたりまして、一言お礼のあいさつをさせていただきます。 

 今回提案をいたしました議案は、１議案を除き、全部承認、可決いただきました。

ありがとうございました。 

 また、否決された議案につきましては、執行部でも再検討してまいります。 

このたびの議会は町長選挙の関係から、主要な施策予算が６月提案となりました。

執行機関が９カ月となっておりますけれども、全職員全力で執行する所存でございま

す。執行にあたりまして、議会の皆様のご指導、ご協力をお願いいたしまして、お礼

の言葉とさせていただきます。お疲れ様でございました。 

 議  長  町長からのあいさつが終わりました。 




